
【エクアドル経済：２０１３年８月】

１．「良き生活」のための国家開発計画２０１３－２０１７の発表

（１）ア ２日，マナビ県において開催された第２回「良き生活」のための市民集会にお

いて，ファルコニ国家企画開発庁（ＳＥＮＰＬＡＤＥＳ）長官が，全国から集まった３００名

以上の市民代表に新たに策定された「良き生活」のための国家開発計画２０１３－２０

１７を手渡す式典が行われた。

イ なお，ＳＥＮＰＬＡＤＥＳホームページ（http://www.planificacion.gob.ec/biblioteca）

にも同開発計画が掲載された。

（２）ア ２２日，「良き生活」のための国家開発計画２０１３－２０１７の発表会が行わ

れ，市民代表及び各国代表団が出席した。

イ 式典では，まずムニョス同庁長官が「漸く国家開発計画「良き生活」第３版完成に

至った。より円熟した野心的な内容であり，達成は容易でないが，社会及び国家によ

る提案であり，我々の「良き生活」を確立することを目指している。」旨述べた。

ウ 続いて市民代表８名に同計画冊子を手渡すセレモニーが行われた後，リバデネ

イラ国会議長が，同計画の第２の軸である権利と自由に言及し，「同計画は，将来へ

向けた海図であり，また幸福実現のための道具である。国家開発計画に資する法案

については国会としても推進して行く」と述べた。

エ 最後にグラス副大統領が第３の軸である生産マトリクスの転換に言及し，「公共投

資を方向づけ優先づけるものであり，地域性を考慮し，貧困撲滅を目指すもので，行

政を評価するための活気，柔軟性，バイタリティーある計画である」旨述べた。

２．輸出事業者に対する補助制度

（１）８月６日，コレア大統領が，輸出事業者を対象とする補助制度（輸出事業者に対

する政府保証（ＣＥＲＴＩＦＩＣＡＤＯ ＤＥ ＡＢＯＮＯ ＴＲＩＢＵＴＡＲＩＯ）の付与）として国

会に提出していた生産部門奨励法案（ＰＲＯＹＥＣＴＯ ＤＥ ＬＥＹ ＯＲＧＡＮＩＣＡ ＤＥ

ＩＮＣＥＮＴＩＶＯＳ ＰＡＲＡ ＥＬ ＳＥＣＴＯＲ ＰＲＯＤＣＵＴＩＶＯ）が成立し，同月１２日付

官報第５６号への掲載を以て発効した。

（２）生産部門奨励法の成立により，ア 貿易委員会（ＣＯＭＥＸ）が，今般成立した補

助制度を担当し，同委員会事務局が，本件制度の事務局を務め，同制度の対象とな

る輸出品目，対象期間及び適用率を決定し，本件制度にかかる年間予算を概算要

求すること，イ 税関（ＳＮＡＥ）が，一方的な制裁関税等により損害を被るような市場

へ輸出している業者に対し，輸出事業者向け政府保証を付与すること，ウ 輸出事業

者に対する政府保証は，政府及び政府系金融機関に対する支払いに利用することが

できること等が決まった。



（３）７月末で米国のアンデス貿易促進麻薬撲滅法（ＡＴＰＤＥＡ）及び一般特恵関税制

度（ＧＳＰ）が失効した。ＧＳＰについては，夏季休暇で休会していた米国議会が再開さ

れ次第，延長される見通しである。一方，ＡＴＰＤＥＡについてはスノーデン元米国中

央情報局職員の亡命問題にからみ，エクアドル政府が延長を求めない旨明らかにし

ており，同法が米国議会で再成立する可能性はなくなっていた。

輸出業者が上記のような厳しい状況にあるところ，コレア大統領は，輸出事業者を対

象とする補助制度である生産部門奨励法案を国会に提出していた。

３．ムニョス新国家企画開発庁（ＳＥＮＰＬＡＤＥＳ）長官の任命

９日，コレア大統領は，辞任したファルコニ国家企画開発庁（ＳＥＮＰＬＡＤＥＳ）の後任

としてパベル・ムニョス・ロペス同庁副長官を新長官として任命した。

ムニョス新長官は，カトリカ大学出身（専門は開発社会学）。同大学及びアンダルシア

国際大学（スペイン）で博士号を取得後，２００７年にＳＥＮＰＬＡＤＥＳに副長官として

入庁し，一貫して国家制度の機構改革を担当してきた。

４．エクアドル産冷凍エビのダンピング認定

（１）１６日，米国商務省（ＤＯＣ）は，最終決定においてエクアドル産冷凍エビをダンピ

ング認定し，中国（１８．２％），インド（１１．１％），マレーシア（５４．５％），ベトナム（７．

９％）からの輸入とともにエクアドル産冷凍エビ（１１．７％）にも相殺関税を課す旨決

定した。８月１９日以降上記５ヶ国から米国に輸入される冷凍エビに相殺関税が課せ

られている。

（２）昨年(２０１２年)年１２月２８日，米国のエビ加工事業者団体（Ｃｏａｌｉｔｉｏｎ ｏｆ Ｇｕｌｆ

Ｓｈｒｉｍｐ Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ， ＬＬＣ）が，中国，エクアドル，インド，インドネシア，マレーシ

ア，タイ，ベトナムから輸入されている冷凍エビが米国内において不当に廉売されて

いる旨米国商務省（ＤＯＣ）に対し申し立てた。

（３）エクアドル政府は，ＤＯＣの最終決定は，生エビに関するデータと冷凍エビに関す

るデータを取り違えるなど誤った情報に基づいたものであるとして，世界貿易機関（Ｗ

ＴＯ）への申し立ても辞さない姿勢をみせる一方，９月に予定されている米国国際貿

易委員会（ＩＴＣ）の最終決定においてエクアドル産冷凍エビのダンピング認定が取り

消されることに期待をにじませている。


